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茨城県内の労働災害発生状況（平成２７年確定値） 

～死傷災害は依然として、転倒・交通労働災害が多発～ 

 

茨城労働局（局長 西井 裕樹）は平成２７年の茨城県内の労働災害発生状況

（確定分）を取りまとめました。 

 

○ 休業４日以上の死傷災害：２，８７０人 

※平成２６年が２，８８４人で、対前年比１４人（０．５％）の減少 

○ 死亡災害：３３人 

※平成２６年が４０人で、対前年比７人（１７．５％）の減少 

 

１ 休業４日以上の死傷災害発生状況 

県内の休業４日以上の死傷者数は２，８７０人で、前年の２，８８４人と比較

して１４人（０．５％）の減少でした。死傷者数は平成２３年から平成２５年に

かけて減少してきましたが、平成２６年以降はこの減少傾向に歯止めがかかった

状況で推移しています。（資料１） 

事故の型別でみると 

・「転倒」については５５７人（前年同期９人、０．２％減少）と最も多く発生

し、業種別でみると、製造業では１３５人、次いで商業では１０３人、接客娯

楽業５８人の順となっており、平成２４年以降、事故の型別においては最上位

となっています。 

・「交通労働災害」については２４０人（同６人、０．３％増）で、業種別でみ

ると、商業では７０人、通信業４７人、運輸・貨物業４７人となりました。 

業種別でみると、製造業が８１３人（同２５人、３．０％減少）、運輸・貨物業
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４１７人（同１９人、４．３％減少）、建設業が３５０人（同２５人、６．７％

減少）、商業が３７９人（同４人、１．０％減少）など災害発生件数の多い業種

での減少となりました。（資料２） 

 

２ 死亡災害発生状況 

県内の死亡災害は３３人で、前年の４０人と比較して７人（１７．５％）の減

少でした。（資料３） 

業種別でみると、建設業で１２人（全体の３６％）、運輸・貨物業８人（同    

２４％）の順で発生し、全体の６１％を占めています。 

事故の型別でみると「墜落・転落」が１１人（同３３％）「交通事故」が７人

（同２１％）の順で発生しています。（資料４） 

なお、平成２７年に発生した死亡災害の具体的事例については「平成２７年死

亡災害事例」のとおりです。（資料５） 

 

３ 茨城労働局の対応 

平成２８年度も労働災害の発生状況の変化を踏まえて策定した第１２次労

働災害防止推進計画に基づき、管内の状況を踏まえて業種横断的な労働災害

防止対策を推進します。 

具体的には、 

① 災害の中で最も多い転倒災害を減少させるため、「ＳＴＯＰ！転倒災害プ

ロジェクト茨城」を平成２７年度に引き続いて展開し、特に、第三次産業、

とりわけ小売業、社会福祉施設、飲食店を重点として取り組みます。    

（資料６） 

② 交通労働災害を減少させるため、特に、小売業、とりわけ新聞販売業を重

点として「交通労働災害防止のためのガイドライン」の周知に取り組みます。

（資料７） 

③ 死亡災害など重篤な災害を防止するため、建設業については、墜落・転落

災害の防止や建設機械等の重機災害、斜面崩壊による災害の防止並びに安全

衛生教育の効果的な実施や統括管理の実施についての徹底に取り組みます。 

また、製造業については、動力機械や荷役運搬機械による災害防止につい

て、道路貨物運送業については、墜落・転落災害の防止を最重点課題として

取り組みます。 


